
下松市緊急通報装置設置運営業務仕様書 

 

 

１ 業務名称 

下松市緊急通報装置設置運営業務 

   

２ 業務の目的 

下松市高齢者見守り通報システム事業実施要綱（平成１２年５月１日制定）（以下「要

綱」という。）に基づき、日常生活に不安のある在宅の高齢者又は身体障害者等に対し、

緊急通報装置を設置し、その利用者（以下「利用者」という。）の緊急事態等の発生時

に適切な対処をするとともに、安否確認及び各種相談等を行うことにより、自立した在

宅生活の支援に資することを目的とする。 

 

３ 業務期間 

令和７年１０月１日から令和１２年９月３０日まで 

 

４ 業務場所 

下松市全域 

ただし、受信（電話相談）センターの設置場所については、この限りではない。 

 

５ 委託料（提案上限額） 

基本単価契約 月額２，７００円／台（消費税及び地方消費税を含む） 

※提案上限額は、契約時の予定価格を示すものではなく、提案内容の規模を示すため 

のものであることに留意すること。また、上限額を超える提案については、無効とす 

る。 

 

６ 個人情報の保護について 

（１）個人情報保護の重要性を認識し、情報の漏えい防止及び管理体制を確立しているこ

と。 

（２）業務上知り得た情報を利用者本人の承諾を得ずに第三者に提供し、又は業務以外の

目的で利用しないこと。委託期間が満了したとき、又は業務従事者が退職した後も

同様の守秘義務があるものとする。 

 

７ その他特記事項 

（１）業務内容については、本仕様書に基づく内容とするとともに、提案内容で業務を行

うこと。 

（２）受信センターの運用状況を確認するために、市が必要と判断した書類等については

全て開示すること。 

（３）業務の一部を第三者へ再委託しようとする場合は、事前に市の承認を得ること。な

お、緊急通報システム事業の駆けつけ及び機器の設置、撤去、移設工事については



再委託できるものとする。 

（４）その他独自の提案がある場合には、これを妨げない。 

（５）本仕様書に定めるものの他、事業の実施に関し必要な事項は、市との協議により決

定する。 

 

８ 業務内容 

（１） 緊急通報受信時の対応 

① オペレーターは、利用者からの通報や相談内容に応じ、迅速かつ正確に実態を把握

し、消防署等関係機関と連携を取り、適切な対応を行うこと。 

② 呼びかけに対して返事がないなど、利用者宅を訪れる必要がある場合で、要綱第３

条第１項第４号に定める協力員（以下「協力員」という。）に連絡がとれないとき

は、受託者が３０分以内に利用者宅へ駆けつけることを原則とすること。 

なお、利用者宅を訪れる必要が午後８時から翌午前８時までに発生した場合は、協

力員には連絡をせずに、受託者が利用者宅へ駆けつけること。 

（２） 相談通報受診時の対応 

専門の知識を有するオペレーターが、医療・健康・福祉・介護等に関するあらゆ

る相談や困りごとに応じ、適切な助言等を行うこと。 

（３） 月１回以上の安否確認の実施 

月１回以上の声掛けを行うこと。健康・生活状況を把握し、相談事に応じること。 

（４） 個別台帳等の作成 

利用者について、個別台帳・調査票等を作成すること。登録内容に変更があった

場合や市が台帳等の提出を求めた場合は、その都度速やかに市に提出すること。 

（５） 機器の保守管理業務について 

① 市の指示後、概ね２週間以内（土、日、祝日を含む）に機器の設置、撤去、移設工

事及び利用者への取り扱い説明を行うこと。ただし、利用者の都合により期間内の

日程調整が不可能な場合等、利用者の了承を得ている場合はこの限りでない。 

② 機器が正常な機能を維持するため、定期的（１年に１回以上）に保守点検を行うこ

と。機器に異常、破損、故障が生じた場合は、速やかに修理や交換等を行い、利用

に支障がないようにすること。その際には、無償対応とするが、利用者の責による

場合は、この限りではない。なお、保守点検及び電池交換等にかかる費用は委託料

に含むこと。 

（６） 実績報告書の提出 

利用者からの緊急通報受信時の対応内容及び安否確認時等の状況報告（入退院・

長期間の留守及び帰宅の報告、世帯構成の変更等）については、その都度市に報告

するものとする。機器の設置、移設、撤去工事、当月分の受信記録と処理経過記録、

その他特記すべき報告事項等を業務実績報告書にまとめ、翌月１０日までに提出す

ること。 

（７） 災害発生時等に、市から随時の周知依頼･安否確認依頼等があった場合の対応 

台風や地震等の自然災害や人為的な事故（犯罪）等の発生時に、市から周知依頼・

安否確認依頼等があった場合は迅速に対応すること。 



（８） 利用者負担金徴収に関すること 

要綱に定める利用者の一部負担金について、口座自動引落し等の徴収に対応でき

ること。（一部負担金を負担する利用者の見込数は７２人程度） 

なお、要綱に定める一部負担金は月額７００円（消費税及び地方消費税を含む。）

である。 

 

９ 設置台数 

予定数量 ３６４台 

【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 機器の仕様について 

使用機器は、緊急通報装置本体及びペンダント型発信装置又はこれと同等の機能を有

する携帯型緊急通報機器のいずれかとする。 

 

 【緊急通報装置本体及びペンダント型発信装置の場合】 

（１） 緊急通報装置本体は、高齢者や身体障害者等が容易に操作できるものであり、視覚

障害者、発声困難な者及び難聴者等に対しても意思の疎通ができる等配慮した機能

を有すること。 

（２） 受信センターとハンズフリーで双方向通話ができること。 

（３） ペンダント型発信装置は、身につけることが可能であり、また利用者の居宅内にお

いて、２０ｍ程度離れた場所から緊急通報装置本体を操作可能であること。 

（４） 緊急通報装置本体及びペンダント型発信装置の電池切れ等の通報が受信センターに

できること。 

（５） ペンダント型発信装置の防水性は、生活防水以上であること。 

（６） 植え込み型ペースメーカー使用者に配慮していること。 

（７） 停電時のバックアップ機能があること。 

 

【携帯型緊急通報機器の場合】 

（１）携帯型緊急通報機器は、高齢者や身体障害者等が容易に操作できるものであり、視覚

障害者、発声困難な者及び難聴者等に対しても意思の疎通ができる等配慮した機能を

有すること。 

 

年度末設置台数※ 309 台 334 台 357 台

年度中設置台数 82 台 59 台 85 台

年度中撤去台数 49 台 41 台 58 台

受報件数（緊急通報・相談等） 3,754 件 3,708 台 3,609 件

年度中救急車要請件数 54 件 50 件 59 件

執行額 8,541,436 円 10,033,078 円 10,496,266 円

※休止台数も含む

令和6年度令和5年度令和4年度



（２）受信センターとハンズフリーで双方向通話ができること。 

（３）携帯型緊急通報機器の電池切れ等の通報が受信センターにできること。 

（４）携帯型緊急通報機器の防水性は、生活防水以上であること。 

（５）植え込み型ペースメーカー使用者に配慮していること。 

 

１１ 受信センター業務について 

（１）３６５日２４時間体制。通報、相談の対応については、常時、専門の知識を有するオ

ペレーター（看護師、保健師、社会福祉士、ケアマネージャー、介護職員初任者研修

修了者等）を３名以上（うち１名以上は看護師、保健師資格のいずれかを有する者）

を配置すること。 

（２）オペレーターは定期的に研修を行い、接遇や自己研鑽に努めること。 

（３）通報受信時に、発信者を特定し、個別台帳の登録内容を確認できるシステムを有して

いること。また、複数の通報の同時受信に対応できる体制であること。 

（４）受信センターは、受信装置の障害、電話機の障害、監視システムの障害、サーバーの

障害や外部回線からの不正なアクセス、ウイルス等の防止策が講じられ、様々な障害

や停電、災害に備え、センターシステムの構成要素ごとに、迅速な復旧措置及び代替

措置が取れるバックアップ体制を確立整備していること。 

 

１２ 経費について 

（１） 委託料は、当該月の翌月払いとし、機器一式当たりの月額単価（消費税及び地方消

費税を含む。）に当該月の設置台数（機器を設置した日の属する月から、利用を廃

止した日の属する月の前月分までを対象とする。）を乗じた金額（うち利用者の一

部負担金については８（８）に記載のとおり。）とする。 

（２） 機器一式あたりの月額単価（以下「月額単価」という。）は、機器の設置・保守及

び撤去、緊急通報受信業務、相談業務、その他維持経費等、かかる全ての経費を含

むものとする。 

（３） 令和７年１０月からの契約を締結する事業者は、既設の機器を全て入れ替えること

とし、月額単価にはこの入れ替えに要する経費を含むこととする。なお、既設事業

者が引き続き令和７年１０月以降の契約を締結することとなった場合、既設の機器

が新しく、引き続き使用可能な際は、当面この機器を継続して使用できるものとす

る。 

 

１３ その他 

新委託事業者との契約開始後、既設事業者の機器の入れ替えを行う場合、機器の入れ

替えは、委託期間の着手期日から６か月間以内とする。装置切り替えの計画は、新委託

事業者が作成するものとし、既設事業者及び利用者と日程等を調整するものとする。入

れ替え完了後速やかに、新委託事業者より市に報告するものとする。 

次回契約の際、受託者と異なる事業者に変更となる場合、受託者は次回契約の事業者

と引き継ぎを行い、利用者が機器を利用できない期間が発生しないようにすること。 

 


